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II．本論文の内容 
 
第 1 章 本研究の課題と意義 
 留学生の帰国後の活動を「帰国留学生」という枠組みで分析する研究は、いまだに見当たらない。
今までの研究成果は、いわゆる「留学生研究」と呼ばれ、留学生達が外国に滞在していた時期に
関する部分を大半とする研究であり、留学生の帰国後の活動について言えば、国内における他の
学歴のものと一律で研究されることになる。つまり、「留学生研究」は、１つのジャンルとして、帰国
後の活動が軽視されてきたのであり、さらに中国近代史研究の中では、「帰国留学生研究」というジ
ャンルは存在しない。従って、本稿の研究方法から見れば、上述した諸研究は、留学生を国内外２
つの部分に分離した状態になっており、これでは帰国留学生の全体的な性格を知るには困難であ
る。 
 しかし、分離した状態であるとは言え、今までの諸研究は、本稿にとっての参考価値は高い。例
えば、留学期の研究の中で帰国後の活動について分析を加えているものも数多く存在しており、ま
た中国近代史研究の中では、帰国した後の留学生についての研究も散乱してはいるものの、ある
べきものは既に一応の研究がなされてきた。要するに、本稿の研究方法としては、上述した留学期
の研究の中で、帰国後の活動に関する分析をいかにして留学生研究から分離させるか、また分離
したものと散乱している帰国後の留学生に関する研究とを、いかにして上手く合致させるかというこ
となのである。この場合、本稿での分析の重点は、留学生の帰国後の活動であるために、散乱して
いる国内の部分を１つの枠（政治傾向）にまとめて分析し、その上でさらに、研究範囲を留学段階
の歴史研究から脱却させ、「帰国留学生研究」を１つのジャンルとして提起するのである。 
 
第 2 章 近代における中国人の留学 
 近代留学の性質：「政治留学」 
 中国の近代における大規模な留学活動は、総じて国家的プロジェクトによるもので 
あったと言える。国と政府とが行動の主体となって、優秀な子弟を選んで外国に派遣 
し、先進的な文化思想や科学技術を学ばせ、帰国後、祖国が富国強兵の目的を達成す 
るための一助としたのである。このため、本稿において、近代中国人の留学を「政治 
留学」と呼び、1980 年以後の、移民を主要目的とした現代留学・経済留学と区別し 
た。 
 
 派遣の目的：近代化成功の経験と方法を学習するため 
 中国は近代化の過程で、自らに先行した日本をまず教師として見なすようになるので 
ある。中国が日本の明治維新の成功により近代化を先行されたことを認めたことや、 
中国が近代化に大きく遅れをとったため、大急ぎで追いつく必要があったため、中国 
は、近代文明の本家本元の西洋国家に行って「系統的」なことを学ぶよりも、日本で 
主に近代化成功の経験と方法を直接学んだ方がより近道で、有利であると考えた。 
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  派遣先の国々 
 中国人の近代における留学活動は、阿片戦争以後の 1840 年代に始まるが、半世紀の 
間は、交通や通信の不便や、気風の問題といった各種の客観的要素のために、後に見 
られたような「ブーム」にはまだほど遠いものだった。 
 1910 年代以後、客観的には交通手段の発達があり、中国人の米国に対する理解が深 
まっていった。当時の米国留学は、一貫して米国側が計画的・主導的に進めたもので 
あった。米国側の十分な準備の下で、多数の留米学生が全米の一流大学に入学するこ 
とができた。こうして中国は、「米国博士号の最大の顧客」となった。 
 第１次世界大戦の勃発後、留日が退潮に向かい、留仏が注目を集めるようになった 
のは、当時の国内における「工読主義」思潮の深い影響があった。反日運動に参加し 
た五四青年達にとって、再び日本に留学するというのは不本意なことであり、一部の 
留日学生も留仏に転じた。 
十月革命後、中国人青年が大挙してソ連に留学したのは、1925 年にモスクワ中山大学 
が設立された後である。中山大学の設立は、中国における革命運動の高まりを反映し 
たものであった。 
 一般的には、米国、英国、カナダなどの「英語国家」への留学と同様に、仏国、独 
国、ソ連への留学生も互いの範囲内で流動的に動いていたが、留学生の学習内容や派 
遣方式は、留学先の国によって異なっていた。ベルギー、スイス方面の留学生は、公 
費による人数は少ないが、科学と政治分野における重要な人材が輩出されている。 
 
 留学生の総人数および卒業率 
 実籐の「10 万人以上」とする説は不完全な統計に基づくものであり、その多くが、 
当時の日本の有名校（主に「大学」）に関する統計に依拠していた。この説は大まか 
ではあるものの確実性が一番高いので、尊重した。大多数の留日学生はその課程を修 
了する前に帰国したので、卒業率は 10％に留まった。一方、欧州への留学生の総人数 
は約 2 万人で、卒業状況は不明であった。留米学生（約 2 万人）の多くは高い学位を修 
得し、卒業率は 65％にも達した。 
 19 世紀末から 20 世紀中期までに、世界各国へ合わせて約 15 万人の留学生を派遣した 
ことである。派遣した人数から見れば、留日と留米が比較的際立っており、特に留日 
は、総人数の約３分の２を占めていたのである。 
 
 留学生の帰国 
 大多数の留学生はみな、卒業後に祖国へ戻った。留学生が帰国後、中国国内で重視さ 
れたことは、当時の留学学歴重視の風潮と大いに関係があった。事実、留学生の多く 
が、充分な訓練を受けていないにもかかわらず、重要な役職に任命されていたのであ 
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る。また、留学生は、科挙制度廃止から、ライバルが少なく各領域において、大きく 
勢力を伸ばした。近代帰国留学生は、社会における成り上がり層でもあった。帰国留 
日学生の多くは直接国家の大事に関わった。 
 年齢及び政治環境といった面での原因により、留学生が中国において直接的に影響を 
及ぼすのは、主に 20 世紀初めから 50 年代に集中していた。留日生は、20 世紀初めから 
40 年代末に集中し、留米生は約 10 年遅く、20 世紀 10 年代から 50 年代後半に集中してい 
た。その後、国内の高等教育機関の体制が整い、修士や博士などの学位を持つものが 
多くなり、稀少価値が薄れつつあった。 
 
第 3 章 南京国民政府内部における帰国留学生 
 以上、南京国民政府に対して３種類の統計分析を行った。それらは第１に、そのメンバーの各出
身集団に対して行った各期政府における勢力変化の統計分析である（主に、1928～47 年の2期を
主とする）、第２に、各集団の南京国民政府組織の上・中・下層における分布に対して行った統計
分析、第３に、各集団の南京国民政府各職能部門における分布に対して行った統計分析である。
さらに最後に、外交部と教育部という 2 つの部のさらに下層のメンバーに対して行った統計分析を
特に追加した。 
 第１の分析の中から分かるのは、留日学生と留米学生の人数が多く、その勢力は人数と正比例し
ている。その中でも、特に留米学生は帰国人数では明らかに留日学生に敵わないものの、南京国
民政府内において占めている職位では、決して留日学生に引けをとらず、善戦している。しかし、
第２の分析で分かるのは、留日学生と留米学生の政府組織の上・中・下層における分布では、権
力の集中傾向が現れており、結果として留日学生は、上層と中層において比較的大きな優位性を
誇って留米学生を圧倒している。第３の分析が明らかにしているように、この傾向は、権力傾向が
顕著な部門においてさらに際立っている。また、最後に追加した外交と教育という 2 つの部におけ
るさらに１つ下層のメンバーに対する統計分析では、留米学生と留英学生が、ここにおいて、その
予備的実力が豊富であることが明らかとされている。これはおそらく、たとえばさらに 10 年が経過し
たとしても、2 つの部は依然として、彼らの勢力範囲であるということを予期している。ここで本稿は、
上述の分析が基本的に、帰国留学生を含む各集団の政治的性格を如実に反映していると考え
る。 
  第 4 章において、上述した関係の当時の社会全体における存在状況について考察する。それ
は、南京政府だけでは、帰国留学生の当時の国家権力構造内における志向、地位、位置付けを
説明するには十分ではないためである。 
 
第 4 章 帰国留学生の中国社会領域への進出 
 第 3 章では、帰国留学生の南京国民政府権力構造内での地位、役割及び政治傾向を集中して
分析した。そこで本章では、分析範囲を南京政府以外にまで拡大し、中国社会の各主要領域に対
する更なる分析を通して、第 3 章の分析結果を検証した。 
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 帰国留学生と近代中国の軍隊 
1905 年から 1910 年前後の間に、留日学生は徐々に中国南方と長江流域の各新軍、とりわけ保
定軍官学校と雲南陸軍講武堂において主導的地位を占めていった。これらの軍事学校は中国近
代の軍事史において極めて重要な位置を占めた。新軍、国民党軍をはじめとする近代中国軍最
高級将校のほとんどは軍事留日学生であった。特に国民党軍において最も影響力が強かった人
が、みな日本への留学経験を持って、軍組織のピラミッドの頂点に立つ者達であった。 
軍事留日学生は、帰国後、直接的に上部構造に作用し、政権のために働いた。後に中国の統
治者となり、中には最高位の独裁者となった者もいた。日中戦争と反共の動きの中で蒋介石の下
に統一されていったため、軍事留日学生の反共傾向が顕著である。 
 軍事留日学生は、ただ単に日本の軍事思想と制度を中国軍部内に導入したのみならず、彼らの
大多数が軍部において重要な地位を占めて、当時の軍による各種行動を直接指揮し、さらに軍を
拠り所として政界の支持を取り付け、中国社会全体に影響を与えていたのである。 
 
留学生と中国革命 
 近代中国の新知識人としての留日学生の愛国主義運動が高まり、留日学生が次第に「反清・反
日民族主義」傾ける。革命組織が大量に出現し、最初の活動の基盤も主に日本にあった。「中国
同盟会」の主要幹部は、そのほとんどが留日学生であった。辛亥革命は、彼ら留日学生によって組
織、発動され、その指導の下に推進されたものであった。 
留日学生は、当時の社会思潮と政治活動において、知識、綱領、指導と組織などの面で重要な
貢献をなした。日本で近代政治思想学説を学び、政治的にも鋭い感覚を持ち、長期にわたる準備
活動を通じて、革命の機を熟させたという点でも重要な役割を果たし、留日学生が「中国統一の基
礎」を築いた。 
 
留学生と近代中国の政党 
 留学ブームが起こる以前、中国には真の意味での「近代的政党」は存在していなかった。近代中
国における初期の政党の大部分は、留日学生によって創られたものである。国民党中央の上層部
になればなるほど、留日学生が集中しており、各期の党主席（委員長）などの最高権力者は、例外
なく留日学生が握っていたのである。 
 中国共産党早期党員の中にも留日学生が多かった。次に多かった留仏組は後の中国共産党の
中心的存在となった。前三回の中共中央執行委員会の中で、留日学生が最大勢力で、留仏や留
ソが第 5 回から急激に勢力をのばしたのである。 
 国共両党においては、多くの留日者が存在したが、国民党の留日者の多くは、事実上は軍事関
係の留学生であった。これは、中国共産党の留日者の多くが文科系の出身者であったことと比べ
ると大きな相違である。また、中国共産党内の留日学生の多くが「理論型」であったのに対して、留
仏学生は「実践型」の傾向が強かった。前者は早期に共産主義運動の隊列から外れてしまったも
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のが少なくなかったのに対して、後の多くは中国共産党の幹部となった。 
 民盟を代表とする民主諸党派は、基本的に留英米学生に支配されていた知識人の党派であっ
た。留欧米学生は急進主義には反対し、彼らの好む政治団体は、組織的に固まっておらず、革命
性が強力でないものであった。中共中央に英米への留学者の名前を見出すことはできず、同様に
ミッション系大学の出身者もない。国民党、特に共産党は、成立初期においては主に留日学生に
よって組織されたのだが、その後、「土着化」を通じて「留日学生の党」とは言えなくなった。これに
対し、民主諸党派は、長期にわたり、「土着化」が見られず、基本的には留米学生に支配されてい
る政党であったのである。 
 
留学生と中国の高等教育・科学研究 
留学生は中国の教育の基礎づくりにも貢献をしている。欧米への留学生の多くが、大学教授や
科学者となったのに対して、留日学生が初等・中等教育の中心的担い手となったのである。 
 当時、全国最高の学術機関である中央研究院の院士の大多数が、欧米への留学生であった。
第１回の院士の内、米国ヘの留学生は 60.5％、次いで多いのは英国留学の 11.1％である。中国
における科学技術の近代化において、特に留米学生の役割は、最も顕著で重要であったというこ
とが言える。この点は、1949 年以後から 1980 年代初期まで一貫して持続している。 
 
第５章 帰国留学生の政治傾向の形成 
 本章では、留学生の政治傾向の形成要因を留日と留米学生を中心として、２つの角 
度から分析する。これら第１は、留学生個人として、および１つの社会集団として備 
えている性質、つまり、ミクロ的要素、第２は、留学生がその役割を発揮する際に受 
けた国内的・国際的環境からの影響、つまり、留学生の中国の近代化過程において現 
れたマクロ的（あるいは環境的）要素である。 
 留学の経歴と海外で受けた教養 
 民国期の中国高等教育界における外国の学歴には、大きな象徴的意味がある。他 
方、高学歴が逆に、留学生の科学研究・文化・教育以外の事業への参与・昇進の障害 
になることもありえたのである。 
 留日学生が西洋的な自由主義や個人主義に対してあまり尊敬の念を抱いていなかっ 
たこと、止むを得ない情況の下で、自然と権威主義的な選択に傾くようになった。留 
日学生は、留米学生よりも中国の実際情況をよく理解しており、思想面でもより実践 
的であった。留日学生は特に集団的資質に優れ、組織的団結を重視し、迅速に行動を 
起こす傾向があった。その思想が最終的に、行動上の便宜性に帰着し、それに従属し 
てしまうのである。これに対して留米学生は、個人性を重視し、あまり統制が強くな 
く、学術組織を好み、自由な気風を重視した。 
 留学生帰国後における留学先との関係 
 日中戦争が留日学生を断固たる抗日の立場に立たせ、道義上、後には退けない形 
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で、対日戦に臨むことを余儀なくさせ、その結果、却って彼らに対する「国家民族に 
対して忠義か不忠か」という疑問を軽減することになった。この点は、留米学生が、 
「米帝と腐れ縁が切れない」として、ことあるごとに「叛徒」や「特務」といった 
レッテルを貼られていたのと比べ合わせてみると、大きな開きがある。 
 留日学生は、日中両国間の不幸な歴史によって、その自律性が相対的に高く、留米 
学生は反対に低くなっていった。留日学生が主体性を持ち得たために、全面的に近 
代中国の諸特徴を体現することができたのであり、留欧米学生のように、長い間にわ 
たって特殊な存在となり、異分子集団と見られて近代中国のある特定の特徴のみを体 
現するにとどまったのとは異なった。 
 政治観と発展観の違い 
 留日学生は、日本の発展の成功を鑑みて、段階的な国家発展を擁護し、国民党と共 
産党の権威主義政治を容認した。つまり、国家の発展のためには、権威主義的な体制 
の方が、むしろ有利であると認識し、政治的現実を容認できた。一方、留米学生に 
は、米国の個人主義と自由主主義思想が浸透しており、共産党の独裁政治を認めるこ 
とができなかった。 
 留米学生は、「知識救国」、「科学救国」を信仰していたために、文学、教育、科 
学研究などの建設的な事業に従事し、一方、留日学生は、古い社会体制を打ち壊して 
新中国を作るために、古い伝統文化と社会体制を一新させようとしていた。このよう 
に、同じ政治の道に足を踏み入れた人々でも、留米派は社会改良の推進を目指す政治 
上の改革派であったのに対して、留日派は社会革命の推進に力を入れる政治上の革命 
派であった。こうした要因により、留米学生の多くは民主諸党派に参加し、留日学生 
の多くは国民党と共産党に参加するようになった。一般的な志向性を概括すれば、留 
米学生の理想主義（自由主義・個人主義・西洋崇拝）に対して、留日学生は現実主義 
（権威主義・国家主義・民族主義）であったと言えよう。 
 国民党と共産党の争い 
 日本との戦争は、国民党政権が相対的に「早熟し過ぎる」ことになる結果をもたら 
した。同盟会-国民党はその誕生が早かったために、その様々な努力が、「早過ぎる 
正規化と階層化」をもたらした。国民党は、政治的に中国を統一することを目指すと 
同時に、経済発展と政治民主化の要求にも応えなければならなかった。統一・建国に 
は、強大な政治的・軍事的勢力が必要である。一方で、国家を建設し、経済発展を謀 
るためには、安定と制度化が求められ、法律と科学技術も必要である。 
 この意味では、政治と革命に翻弄された留日学生は、近代中国における留学生の一 
種の「逸脱」現象であり、これに対して留米は、清朝が留学生を派遣した初期の目標 
（近代化）を継続して体現化していった。 
 帰国後の生活方式の違い 
 留学生は帰国後、それぞれ異なる社会、文化、政治活動に参加し、同時に徐々に異 
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なる経済的利益集団に次第に溶け込んでいき、最後には異なる政治集団を形成した。 
この一連の分化は、留学生個人の性格や知識、経歴、志向などとも多いに関係があ 
る。米国や欧州に留学した者達が帰国後に選んだ道は、大学教授や、実業家、エンジ 
ニアといった職業であり、社会の上層に収まったのである。一方、留日学生達は、上 
・中・下層全てに属した。 
 留日・留米学生の帰国後における相互関係 
（1）帰国後の留米・留日学生の相互関係の歴史については、1910年代以前において 
は、帰国後の留日学生や留米学生はそれほど大きな影響や勢力範囲を形成していな 
かったために、両者の間には、まだ特別な関係がなかった。互いに意識をし、関係を 
持ち始めたのは、五四運動期である。 
（2）1910年代後半から五四運動期までは、基本的には協力関係であった。 
（3）1920年代から1930年代にかけて、中国教育のモデルは、日本式から米国式に変 
わっていった時期には、留日と留米学生の関係は、次第に緊張が増し、相互に矛盾や 
対立を始めた。 
（4）日中戦争時期は、協力しながら対立した時期であり、留日学生が最も苦痛に感 
じた分裂状態の時期である。留日学生が分化され、一部は徹底的な抗日の立場を採 
り、他の一部は汪兆銘政権に参加した。 
（5）1940年代後半、戦後期は、留米学生の一時的な「大活躍」の時期であった。こ 
の時期において留日学生は、独自の政治勢力としては、次第に弱体化していった。 
（6）1949年以後より1950年代後半、留米学生（民主諸党派の形式を採って）と中共 
との矛盾と対立が主要な形になった時期である。留日学生は政治団体としては、基本 
的に存在しなくなっていた。 
 留米学生と留日学生は、それぞれ違う人生を持ち、異なる政治コースを歩いた。即 
ち、どのような国家を建設するのか、どのような方法を使うべきなのか、誰が国家の 
指導者となるのかなどの国家発展についての問題に対して、両者の立場は異なってい 
た。これらは、この２種類の政治勢力を導くそれぞれの政治リーダー達の留学経験と 
も関係したものと考えられる。 
 本章で分析している歴史的時期において、留日学生は留米学生よりも政治権力との 
関係が密接であったということが言える。この背景としては、留日学生の方が、一般 
的に高い政治意識と志向性を持ち、比較的早くに帰国し、その人数も多く、集団性が 
強かったために、容易に強力な政治組織を創ることができたという点がある。しか 
し、留日学生自身の要因（政治意識）と国内の政治的環境の要因（政治的近代化の空 
白と必要性を留日学生が埋めることができたこと）か、あるいはこの両者が同時に作 
用し、留日学生に中国近代史上における政治的重要性を与えていたのかどうかについ 
ては、まだ十分に明らかとなっていない。 
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III． 本論文の評価 
王元論文は、中国留学生が帰国した後の状況を研究対象とするが、主に南京政府時代に帰国
留学生の政治・軍事組織において占める地位を統計的かつ論理的に把握し、日本に留学した学
生の南京政府・軍組織に与えた影響を綿密に研究したものと評価できる。同論文は国内外の大量
の文献資料を駆使して纏められたものであり、中国の現代史研究や日中関係史研究に大きく貢献
すると評価できる。 
本論文の学問研究分野は何よりも歴史学に属するといえるが、調査アプローチは多分野に亘り、
政治学・社会学にも及ぶものである。統計的な調査と資料の社会学的な分析を超え、歴史学にお
ける社会学調査方法、また統計資料作成方法の応用のよい一例として挙げられよう。 
王君の研究アプローチはなかなか野心的で、留学生の帰国後の影響、中国近代化への貢献、
国内政治や軍事分野における活躍のほか、留学生の中国の近・現代国際関係史における役割等
についても言及する。 
王君の研究方法としてはまず正式な国家組織に焦点を合わせ、帰国留学生の組織における地
位と影響を考察するところに力点が置かれている。尚中国の近代化に及ぼした影響をも研究の対
象とされる。国際歴史学において個人、またはある集団の歴史の成り行きに与えた影響の測量方
法は時々激しい議論を起こすが、王君は独特な研究方法や統計資料調査で得られた結果の解釈
と評価で、しかも用心深く考察し結論に導いた努力が評価される。 
本論文は帰国留学生に関する文献資料の分析と解説をするため、膨大な一次・二次資料のほ
か、特に最近中国での新しい研究成果を十分に利用したので、高く評価されるが、王君の論文は
20世紀前半の中国政治史、軍事史、社会史、経済史などにも言及するが、数多くの要素を同時に
把握しようとするので、十分に考察されていない側面も見られると言えよう。 
確かに、「民国時期に正確な意味で統一された中央政府は成立していない」、と言える。南京政
府と国民党政府、政党としての国民党、軍閥、地方政権、経済発展の不均衡等、という状況の下で、
歴史学研究への挑戦は厳しいものがある。本論文の目標――帰国後留学生の中国に対する影響
と近代化への貢献――に縮小した方が良いかもしれない。留日学生と留米学生に焦点を合わせ、
比較研究すれば、留日・留米学生の相対的役割を一層明確にすることができるだろう。 
本論文は英語の文献を大量に使用したほか、ほとんどの中国や日本にある先行研究成果を網
羅している。留学生の影響、近代化の担い手はだれか、ある特定集団の“影響”をどう計るかにつ
いて、丁寧に分析されたと考えられる。しかし留学生の歴史における時期区分と中国近・現代史の
時期区分がどうつながっているかはもっと詳しく議論すべきであろう。中国人の留日の歴史は中国
における日本認識と認識の変化につながっているので、もっと詳細に分析したほうがよいだろう。時
期区分は帰国留学生の中国社会に対する影響の分析と密接な関係にあると考えられるので、これ
は今後の研究課題のひとつとなるだろう。 
本論文のタイトルによれば中華民国時代を研究対象になっているが、1949－1958年の共産党と
留学生にも言及する。なかなか面白い問題ではあるが、この問題を提起するならば1949年以前の
共産党における帰国留学生の役割をある程度考察する必要があるのではないかと考えられる。な
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ぜなら国民党の状況について議論する場合、20年代・30年代に留日経験をもつ帰国留学生は戦
前・戦後の共産党にも影響を及ぼしたので、共産党が違った環境で帰国留学生の力がどう発揮で
きたかは国民党・国民政府における留日学生のあり方の調査が手がかりになると思ったからであ
る。 
本論文の研究は、個人の役割や貢献のほか、様々なグループ・集団・組織における帰国留学生
の機能にも関するので、中華民国の組織史をもっと系統的に把握する必要があるかもしれない。 
組織における地位と留学生の影響はどうつながっているかという問題の解明に人脈・学生のネット
ワーク、政府組織におけるネットワークの相互作用を調査する必要もあるだろう。人脈をしっかりす
るのに、友人の「象徴的昇進」 という現象もさらに観察できるので、統計的に把握しにくいとは言う
ものの、ひとつの重要な課題としてもっと詳しく議論したほうが良いのであろう。言い換えれば、友
情を暖めるため昇級させる際、必ずしも新しい地位には実力がつかないが、実力よりも名誉が大事
な要素なので、正式な地位と影響力をどう分析して良いかはひとつの重要な課題となろう。 
中国の近・現代史において組織の縄張りと人脈を同時に議論しなければならないので、それは
特に“軍”の場合は無視してはいけない。軍が政府か社会の一部であるより、軍と党との特殊な関
係を出発点とし議論を進まなければならないので、その研究を通し、中国政治社会の特色の理解
が必要であると同時に、留日・留米学生の相対的役割を把握することができるので、王論文はそれ
なりに貴重な貢献をしたと評価できる。 
 
IV．本論文に対する結論 
  我々審査委員会一同は、論文査読と面接試験 (2006 年 12 月 8 日、１４：００－１６：３０) の結
果を踏まえ、王元君の提出論文について、博士論文としての評価に耐え得るものと判断し、ここに
満場一致で承認する。 
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副査   早稲田大学大学院教授  学術博士（早稲田大学）    山岡道男   印 
 
副査   早稲田大学名誉教授   学術博士 (南開大学)       依田憙家   印 
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